


















































































































































































るものである。[. . .]。[. . .]。[. . .]が、「基本」を忠実に押さえてきたとは言い難い。
 （史学126‒6: 1）
（5） ③段落の冒頭

































史学126‒9 5 5 0
史研961　 2 0 2
史学126‒2 1 4 0
史学126‒7 1 0 0
史研960　 0 4 0
史学126‒3 0 2 0



















































（14） 　次に分析の対象であるが、本稿では「家族制度イデオロギー」（[. . .]）にまつわ
るテキストを中心にみていく。[. . .]。[. . .]。[. . .]。 （『社会学評論』68‒316）: 427）
（15） 　次に、フォーム１とフォーム２、それぞれのテストの受験者の能力に差がない
ことを確認する。表４は、各フォームの文字形式問題と音声形式問題とアンカー












（18） 　[. . .]。[. . .]、青森県では具体的にいかなる取り組みがなされていたのか。以下で

























（19） 以下、[. . .]捜査から第三審判決に至るまでの経過をまとめた表三を適宜用いなが
ら、分析を進めていくこととする。 （史学126‒9: 17。ゴシックは原文通り）
（20） まず、捜査から第一審判決が下されるまでの過程をみていく（[. . .]）。
 （史学126‒9: 17）
（21） 次に、第一審判決を不服とした被告が上訴を提起し、第二審判決が下されるまで



























（24） 　以上、統計史料から、[. . .]運用実態をみてきた。[. . .]。[. . .]。[. . .]。




















































































　移動動詞が（近接）未来形として確立した例として、英語の be going to、フランス
語の aller をすぐに挙げることができよう。英語には「未来形」として別にwill や shall






































































つは、広東省内の排外意識の強さである。[. . .]。[. . .]。[. . .]。[. . .]。もう一つは、キ








 　第一に、[. . .]とする路線である。[. . .]。[. . .]。
 　第二に、[. . .]する路線である。[. . .]。[. . .]。[. . .]。[. . .]。[. . .]。 （史研961: 8左）
　次のような、章立て構成の予告もまた、ある意味でこの一種である。
（32） 　本稿は以下の構成をとる。第一章では、[. . .]について整理する。第二章では
[. . .]様子を明らかにする。第三章では [. . .]について検討し、[. . .]であったことを




（33） 　[. . .]それどころか、この時のアサーニャの対応は事態を悪化させるものだった。
巡察官ネスタレスは次のように批判している。 （史学126‒1: 23）























（36） 　本稿は [. . .]原因を検討した。本論では最初に、[. . .]次の２点から確認した。第








（37） 　[. . .]調査対象は山城・近江・丹波・播磨の四カ国である。但し、各国別に異な
る原則が確認できるので以下国別にまとめた。 （史学162‒3: 4）
（38） 　表１は、1934年12月31日時点における、日本内地の刑務所52カ所の受刑者数、
治安維持法犯の数、職員数を一覧にしたものである。これによると、[. . .]。[. . .]。



















と文末の述語となりうる。(40)a は b のように変換することができる32）。
（40）ａ． [. . .]この点、官衙予算の作成については、計帳条ではなく、次に引用する営
繕令６在京営造条に規定されている。 （史学126‒11: 5）
  ｂ． この点、官衙予算の作成については、計帳条ではなく、営繕令６在京営造条
に規定されている。次に引用する。
　センテンスの途中に動詞を配したものの中には名詞述語文になったものもある。(41)
a は b のように動詞述語文として表現することもできる。
（41）ａ． [. . .]これらの分析により、団結法制定過程においていかなる団結意識および
結社意識が提示されたのかを解明することが本論文の目的である。
32） 言うまでもなく、本稿は既存の論考を “校閲” や “推敲” をしてみせるものでも

















あったということができる。[. . .] （史研965: 12右）
（44） 　しかし、本稿で明らかにするように、 （史学126‒2: 4）






























（49） 　[. . .]に対しては、筆者は史料批判の観点から若干の疑問を覚える。なぜならば、
[. . .]からである。[. . .]に実証的な意味はない。むしろ、[. . .]を具体的に明らかに
し、[. . .]を読み解いていくことが必要であろう。
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